
 
○漁業法 

（漁業の免許） 

第 69 条 漁業権の内容たる漁業の免許を受けようとする者は、農林水産省令で定めるところによ

り、都道府県知事に申請しなければならない。 

２ 前項の免許を受けた者は、当該漁業権を取得する。 

 

（管轄の特例） 

第 183 条 漁場が二以上の都道府県知事の管轄に属し、又は漁場の管轄が明確でないときは、政令

で定めるところにより、農林水産大臣は、これを管轄する都道府県知事を指定し、又は自ら都道

府県知事の権限を行うことができる。 

２ 都道府県知事の管轄に属する漁場（政令で定める要件に該当するものに限る。）において新たに

漁業権を設定するため特に必要があると認める場合であつて、農林水産大臣が都道府県知事の権

限を行うことにつき当該都道府県知事が同意したときは、政令で定めるところにより、農林水産

大臣は、自ら当該都道府県知事の権限を行うことができる。 

 

○漁業法施行令 

（農林水産大臣が自ら行うことができる都道府県知事の権限等） 

第 20条 (略) 

２ 農林水産大臣は、法第 183 条第１項の規定により漁場を管轄する都道府県知事を指定し、又は

自ら都道府県知事の権限を行おうとするときは、あらかじめ、関係都道府県及び関係海区漁業調

整委員会又は関係内水面漁場管理委員会の意見を聴かなければならない。 

３ 農林水産大臣は、法第 183 条第１項の規定により漁場を管轄する都道府県知事を指定し、又は

自ら都道府県知事の権限を行つたときは、遅滞なく、その旨を関係都道府県及び関係海区漁業調

整委員会又は関係内水面漁場管理委員会に通知しなければならない。 

 

第 21条 法第 183条第２項の政令で定める要件は、当該漁場が二以上の都道府県知事の管轄に属す

る漁場又は管轄が明確でない漁場と一体的に管理することが適当なものであることとする。 

２ 法第 183 条第２項の規定により農林水産大臣が自ら行うことができる都道府県知事の権限は、

前条第１項に規定する権限とする。 

３ 都道府県知事は、法第 183 条第２項の規定による同意をしようとするときは、あらかじめ、関

係海区漁業調整委員会又は関係内水面漁場管理委員会の意見を聴かなければならない。 

４ 農林水産大臣は、法第 183 条第２項の規定により自ら都道府県知事の権限を行つたときは、遅

滞なく、その旨を当該都道府県及び関係海区漁業調整委員会又は関係内水面漁場管理委員会に通

知しなければならない。 


